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バリアフリー教育開発研究センターでは、教育におけるバリアフリーに関する研究プロ

ジェクトをセンター経費において実施しています。今年度は、以下の要領に基づき、大学院

生から新規の研究プロジェクトを募集します。  

 

1. 研究応募内容 

2024 年度のバリアフリー教育開発研究センター若手研究者育成プロジェクトでは、下記

のいずれかのテーマに関する研究を募集します。 

 

①学校において多様な子どもたちの包摂を阻害している「バリア」に関する研究 

②多様な子どもたちを包摂する教育実践・教育制度に関する研究 

③当センターで連携している自治体（吹田市等）と実施しているプロジェクトの関連研究

（例：国内外の人権教育に関する実態調査、教育行政の制度的・歴史的要因と学校のインク

ルージョンとの関連性の分析、インクルーシブ教育をめぐる経験に関する質的調査等） 

④その他、多様性を包摂する市民社会の形成に寄与する教育に関する研究 

 

※上記①〜④の趣旨に合致する研究テーマで、かつ申請者が専門的に取り組んでいる研究

領域に留まらない広い視野をもった研究テーマを優先して選考します。 

※海外での学会発表および調査研究の費用を必要としている研究テーマを優先して選考し

ます 

※③のテーマで申請される方については、希望があれば応募前・採択後を問わずテーマ設定

についてセンター教員が個別に相談に乗ります。 

 

2. 応募資格  

グループ研究プロジェクトのリーダー、あるいは、個人研究プロジェクト申請者として応

募可能であるのは、東京大学大学院教育学研究科に在籍する博士課程大学院生（休学中の者

は除く）です。グループ研究プロジェクトのリーダーは、研究の全体計画において中核的な

役割を果たし、責任を持って研究を遂行してください。グループ研究と個人研究の両カテゴ

リーへの同時申請はできません。いずれの場合も、研究実施にあたり教育学研究科の教員か

ら研究上の指導および資金管理を受けることができる者とします。本研究科の教員は、個人

研究プロジェクト、グループ研究プロジェクトそれぞれ 1 件のみ推薦を行うことができま

す。グループ研究プロジェクトの場合、修士課程大学院生をチームに含むことは可能ですが、

その場合はプロジェクト総人数の半数以下としてください。  

休学者は、グループ研究プロジェクトのリーダーのみならず、研究メンバー、個人研究プ



ロジェクト申請者にもなることができません。 

博士課程に在籍する日本学術振興会特別研究員（DC）は、本プロジェクトの教育的目的

に鑑み、グループ研究プロジェクトのメンバーとして参加することはできますが、グループ

研究プロジェクトのリーダーにはなることができず、個人研究プロジェクトにも申請でき

ません。グループ研究プロジェクトのメンバーとして参加する場合は、研究開始前に研究費

を受領しないことを約束し、書面を持って取り交わすものとします。 

発達保育実践政策学センターおよび学校教育高度化・効果検証センターの若手研究者育

成プロジェクトに採択されている場合も、日本学術振興会特別研究員（DC）と同様、（１）

いずれかのプロジェクトへの参加あるいは資金援助を辞退する、（２）グループプロジェク

トから名前を抜く場合には、計画書を修正・再提出する（修正内容によっては、補助金額の

変更や採否の変更も生じる可能性がある）ことを了承の上、申請してください。 

 

※日本学術振興会(DC)に採用されている学生をメンバーに含む場合には、応募書類にある

念書に必要事項を記載のうえ、提出してください。 

※発達保育実践政策学センター、学校教育高度化・効果検証センターの若手研究者育成プロ

ジェクトにメンバーが採択されている場合には、 応募書類にある念書に必要事項を記載の

うえ、提出してください。 

（いずれの場合も、今年度に限り押印は不要です） 

 

3. 研究期間 

2024年 6月より 2025年 3月まで 

 

4. 研究助成金額 

今年度は、以下 3つの応募枠を設定します。 

①個人研究 1 件につき 20 万円まで、②グループ研究 1 件につき 40 万円まで、③国際研修

（海外での調査または学会発表）1件につき 20万円まで 

ただし、助成金額は申請内容および申請件数、本年度予算の確定額等によって変わる可能

性があります。研究費で助成するのは、当該研究の実施に際し不可欠とされる書籍、資料、

消耗品、調査、旅費、謝金、通信費等であり、本学の校費使用の原則に従って使用してくだ

さい。研究に使用する備品等を購入する場合は、研究終了後その備品は、バリアフリー教育

開発研究センターが所有するものとします。資金管理においては、指導する教員の責任にお

いて行ってください。  

 

5. 選考方法 

応募用紙記載内容をもとに、バリアフリー教育開発研究センター運営委員会において審

査の上、選考を行います。総合教育科学専攻、学校教育高度化専攻両専攻より選考します。  



 

6. 研究実施に伴う義務 

研究成果は、バリアフリー教育開発研究センター運営委員会に対して進捗状況レジュメ

等の形で報告を行うほか、中間報告会、最終報告会で発表します。最終的な成果は、論文ま

たは研究ノートとして執筆し、バリアフリー教育開発研究センターが発行する『バリアフリ

ー教育研究紀要』に掲載していただきます。研究成果をさらに発展させて、学会発表や投稿

論文につなげていくことを奨励しています（その場合、自己剽窃に十分注意してください）。

年度末には会計報告書を提出してください。 

 

なお、センターが主催するシンポジウムの準備・運営に協力することが、申請の前提条件

となっていることを付け加えます。 

 

7. 研究応募期間・提出先  

5月 7日（火）まで。応募用紙フォーマットに基づき作成し、以下のメールアドレス宛に

提出してください（今年度、押印は不要です）。また指導教員についても押印は不要としま

すが、事前に指導教員の同意を得た上で、申請書類の送付時に指導教員のメールアドレスを

㏄に入れて提出してください。 

提出確認後、受領確認メールを返信しますので、提出翌日までに受領確認メールが届かな

い場合にはメールでお問い合わせください。なお応募用紙フォーマットは、学生支援チーム

（大学院担当）のウェブサイトまたはセンターのウェブサイトからダウンロードしてくだ

さい。 

 

提出先メールアドレス：cbfe@p.u-tokyo.ac.jp（バリアフリー教育開発研究センター） 

 

8. 問い合わせ先 

バリアフリー教育開発研究センター 

〒113-0033 東京都文京区本郷 7-3-1 

mail: cbfe@p.u-tokyo.ac.jp（森） 

http://www.p.u-tokyo.ac.jp/cbfe/ 
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